
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証資料・令和５年度

1 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援給付金（追加分）【物価高騰対策給

付金】

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援給付金（追加分）支給事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活

を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　11700世帯×70千円

事務費　　21517千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料

使用料及び賃借料　として支出]

④R５年度分の住民税非課税世帯　（11700世帯）

740,370,741 0 0 0 0 740,370,741 0 0 電力・ガス・食料品等の価格高騰に伴う影響が大きい住民税非課税世帯に対

し、夏に支給した３万円に追加分として給付金を支給したことにより、速や

かに生活・暮らしの支援をすることができました。

生活援護課

13 保育所等物価高騰対策給付事業補助金

（民間保育所等）

子ども・子育て支援事業 ①物価高騰に伴う保育所等の負担を軽減するため、光熱費及び食材料費の価

格上昇相当分を給付し、保育所等の運営の安定化を図る。

②光熱費及び食材料費

③【光熱費】

　低圧電力：給付単価　1,570円×2,186人＝3,432,020円

　高圧電力：給付単価　1,700円×774人＝1,315,800円

　都市ガス：給付単価　　 160円×2,373人＝379,680円

　プロパンガス：給付単価　90円×266人－2,300円×4施設＝14,740円

   【食材料費】

　給付単価2,400円×2,973人＝7,135,200円

　計　12,277,440円

④民間保育所、認定こども園、地域型保育施設、認可外保育施設など

11,926,520 0 3,890,000 0 0 0 8,036,520 0 市内民間保育所等に、光熱費及び食材料費の価格上昇相当分を給付すること

で、物価高騰に伴う保育所等の負担を軽減し、保育所等の運営の安定化を図

ることができました。

保育課

14 保育所等物価高騰対策給付事業補助金

（放課後児童クラブ）

放課後児童クラブ運営事業 ①物価高騰に伴う光熱費の価格上昇相当分を給付することで、民間事業者が

運営する放課後児童クラブの安定化を図る。

②光熱費

③給付単価

　低圧電力：利用定員１人当たり330円

　高圧電力：利用定員１人当たり500円

　都市ガス：利用定員１人当たり50円

　給付方法：各クラブに給付する額＝給付単価×各クラブの利用定員

　積　　算

　低圧電力：給付単価330円×531人＝175,230円

　高圧電力：給付単価500円×55人＝27,500円

　都市ガス：給付単価50円×100人＝5,000円

　計207,730円

④市指定放課後児童クラブ

207,730 0 16,000 0 0 0 191,730 0 市内民間保育所等（市指定民間放課後児童クラブ）に、光熱費の価格上昇相

当分を給付することで、物価高騰に伴う保育所等の負担を軽減し、保育所等

（放課後児童クラブ）の運営の安定化に繋がりました。

保育課

15 保育所等物価高騰対策給付事業補助金

（幼稚園）

私立幼稚園就園等助成事業 ①物価高騰に伴う光熱費の価格上昇相当分を給付することで、民間事業者が

運営する幼稚園の安定化を図る。

②光熱費

③給付単価：児童1人当たり660円

　給付方法：各施設に給付する額＝給付単価×令和5年5月1日時点在籍児童

数

　積算:①給付単価660円×③実人数1,810人＝1,194,600円

④市内幼稚園8園、令和5年5月1日時点在籍児童1,810人（実人数）

1,194,600 0 0 0 0 0 1,194,600 0 市内民間保育所等（市内幼稚園）に、光熱費の価格上昇相当分を給付するこ

とで、物価高騰に伴う保育所等の負担を軽減し、保育所等（幼稚園）の運営

の安定化に繋がりました。

保育課

753,699,591 0 3,906,000 0 0 740,370,741 9,422,850 0
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